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中国では、土地・不動産に関する収入が地方政府の主たる重要な収入源である。本稿では、不動産

税制について概観した上で、上海市と重慶市以外では非課税となっている住宅に対する房産税（日本

でいう固定資産税）の今後の課税見通しについて報告する。 

 

中国の不動産関連税とは？  

中国の不動産に関する税体系は複雑だが、大まかに開発段階、取引段階、保有段階、譲渡段階の４

段階に分けられる1。開発段階では土地使用権譲渡金2と①耕地占用税がかかる。取引段階では②土地増

値税3と③契税（不動産取得税にあたる）がかかる。保有段階の税目としては④土地使用税と⑤房産税

（固定資産税相当）がある。譲渡段階では、⑥増値税や⑦所得税が課せられるが、それらの取り扱い

は複雑であり、誌面の都合もあることから、本稿では、主に上記①〜⑤の 5税目について説明する。 

 

図表 1 不動産に関する各種税金 

分類 項目 内容 

税外

費用 
開発段階 

(地方税) 

土地使用権譲渡金 一時金、国有地の民間企業等へ使用権の譲渡、入札が一般的 

税 

金 

①耕地占用税 一時金、農業用地に建物を建設する際の課税、5～50元/㎡ 

取引段階 

(地方税) 

②土地増値税 
土地使用権及び付着された物（建物など）の譲渡、資産価値増加

部分の 30～60％（取引時に課税） 

③契税 土地使用権の譲渡、不動産の売買、3～5％（取引時に課税） 

保有段階 

(地方税) 

④土地使用税 土地の利用、0.6～30元/㎡ （毎年課税） 

⑤房産税 

①取得原価×70～90％×1.2％（毎年課税） 

②賃料×12％ （毎年課税） 

個人所有住宅は上海と重慶のみ徴収 

譲渡段階 

(共同税) 

⑥増値税 
土地使用権の譲渡等、不動産の売買/賃貸、5～9％(譲渡時課税) 

中央：地方＝50：50 

⑦所得税 
不動産の譲渡等、法人：25％、個人：3～45％(譲渡時課税) 

中央：地方＝60：40 

（資料）関連資料を基に作成。 
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減速傾向にある不動産関連税収 

2019 年の不動産に関する主要税収合計額は 19,251 億元で、地方税総税収の約 19.05％を占めてい

る。2019年の不動産関連税収は 2018年に比べ 7.2％増加したが、不動産に関する主要税収合計額の増

加率は 2010 年以降急激に減速した。2020 年上半期の合計額は 9,567 億元で、前年同期比で 6.0％減

少している。この主な理由は不動産市況の軟化および後述のように中央政府による房産税と土地使用

税の税負担軽減措置の実施にある。 

なお、新型コロナウィルス感染拡大に伴う支援措置として、防疫物資の関税や所得税の減免措置が

導入されたほか、各地方では中小企業や個人事業主に対する土地使用税、房産税の減免が行われてい

る。2020年の不動産に関する主要税収合計額はさらに低下する見込みである。 

 

 

上記 5つの不動産関連主要税目が不動産関連税収合計に占める割合をみると（図表３）、耕地占用

税の割合は一時拡大したが、2015年以降は縮小し安定的に推移している。これは、2013年〜2015年

にかけて、順次に各地方の金融機関の不動産企業向けの融資規制が実施され、その後の不動産開発投
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図表2 不動産関連税収の推移

（6.67％）
（10.53％）

（16.08％）

（16.89％）

（19.05％）＜＞は不動産関連税収額

（）は不動産関連税収が地方税総税収に占める割合

48.5

27.4
13.7 14.6 15.5

15.6

8.6

15.4 15.3 11.4

25.4

46.2

37.7
27.8 32.3

1.8 8.8

19.6
27.3

33.6

8.7 8.9 13.6 15.0
7.2

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1999 2005 2010 2015 2019

耕地占用税

土地増値税

契税

土地使用税

房産税

（資料）中国財政部、統計局公表データよりニッセイ基礎研究所が作成。

図表3 不動産関連税収の内訳
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資が抑制されたからである。 

 また、中国の不動産価格は上昇を続けているため、課税標準が不動産価格に依存している土地増値

税と契税の近年の税収割合は上昇している。 

 一方、2008 年以降、各地方政府は公共賃貸住宅の免税など、一連の減税措置を実施してきたため、

土地使用税と房産税の税収割合は縮小傾向にある。 

上海市は 2019年に房産税を半額に減税し、北京市は 2020年に非営利性医療機関等の房産税は免税

などの追加措置も実施していることから、今後、土地使用税と房産税が占める割合がさらに縮小する

だろう。 

 

不動産関連税減収対策のため、住宅向け房産税は全面徴収に向かうのか？ 

上記の通り、不動産開発の減速等により不動産に関する税収額は減速傾向にあり、どのように税収

を確保するかが課題になっている。さらに、図表２、図表３で示した通り、日本では固定資産税収4が

地方税収合計額の 2割以上を占めるのに対し、同税に相当する房産税が中国地方税総税収に占める割

合はわずか 3％弱で非常に低いことから、商業不動産以外に対する課税対象の拡大が税制改革の重点

事項となっている。 

不動産関連税収を保ちつつ、不動産価格の上昇を抑制するため、住宅を対象とした房産税の全面徴

収が数年前から議論されてきた。改革の先頭を切る重慶市と上海市では、2011年から個人所有住宅を

対象とした房産税の徴収を試行してきた。 

重慶市は別荘など高級住宅5のみに課税し、課税標準は不動産の取引価格×（70〜90％）×税率（0.5

〜1.2％）である。2011年以降の新規購入別荘の免税基準は 100㎡/戸である6。重慶市戸籍を有しない

一時的な取得者も対象である。 

上海市は自宅以外の新たな不動産の所有のみに課税している。課税標準は不動産の取引価格×70％

×税率（0.4〜0.6％）だが、一人当たりの床面積 60 ㎡以下7の住宅は非課税である。上海市の戸籍を

有しない一時的な所有者も対象で

ある。 

 しかし、両市における房産税の試

行結果からすると、房産税の割合は

高まったものの、両市の地方税総税

収への寄与は限定的であり、住宅価

格の抑制効果も確認できなかった

という（図表 4）。 

住宅向け房産税は個人住宅につ

いては限定的な取り扱いであり、

元々重慶市と上海市の房産税収入

は総税収のわずか 3％に過ぎない

ことから、現状では房産税が地方財政に貢献できる状況にはない。住宅価格は住宅取引や社会環境な

どにも大きく関わり、課税すれば住宅需要が一時的に縮小することも懸念されている8。 
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図表4 上海市と重慶市の住宅価格および房産税収割合推移の比較
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 以上の通り、中国の住宅への房産税の免税基準が高めに設定され（重慶：100㎡/戸、上海：60㎡/

人）、一般市民が居住している自宅の多くは課税対象外となっているため、房産税の徴収効果は限定的

である。税収増および住宅価格の抑制を達成するには、免税点の引き下げ等による、より適切な課税

標準の設定が必要である。しかし、政治的な理由により、房産税の住宅への全面徴取はしばらく難し

いだろう。 

 

 次回は、住宅購入の時に企業で働く従業員にとっては便利な住宅公積金について報告する。 

 

 
1 中国では相続税（遺産税）がないため、不動産を相続する時に、名義変更等手続き関係費用のみが徴収される。 
2 土地使用権譲渡金について、「中国不動産の基本（1）土地使用権」を参照。ここでは税としては扱わない。

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=63593?site=nli 
3 以下税目の定義や課税標準等の詳細について、「中国 REIT市場の現状と見通し〜2019年は公募 REIT元年になるか〜」図

表４を参照。https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=62507?site=nli 
4 総務省「国税・地方税の税収内訳（平成 30年度決算額）」等より。 
5 中国の都市部では、共同住宅が一般的である。 
6 同制度実施前に購入した別荘について、免税基準は 180㎡である。 
7 上海統計局のデータによると、2017年上海市都市部住宅の 1人あたり専有面積は 36.7㎡なので、ほとんど一般的な家庭

は課税対象外となる。 
8 中国銀行研究院（2020）「房産税徴収の影響」、恒大研究院（2019）「中国房産税の改革過程、徴収の現状と効果」より。 

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=63593?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=62507?site=nli

